
東京都東京都CALS/ECCALS/ECアクションプログラムアクションプログラム20092009 【【概要版概要版】】

平成２１年９月２９日
建 設 局

東京都東京都CALS/ECCALS/ECアクションプログラムアクションプログラム20092009の年次計画の年次計画

電子納品電子納品 【目標】 関連基準類の再整理と運用ルールの周知・徹底による、電子納品の普及

情報共有情報共有 【目標】 工事情報共有システムの改良と運用ルールの整理による、利用の定着

フェーズ間連携フェーズ間連携 【目標】 フェーズ間の情報連携と流通を行う仕組み構築による、
公共事業ライフサイクルの将来像の実現

教育普及教育普及 【目標】 教育普及活動の強化によるリテラシー向上と、円滑なシステム稼動の実現

計画期間計画期間：５ヵ年５ヵ年 （平成（平成2121年度～平成年度～平成2525年度）年度）

特特 徴徴：教育や業務改善の積み重ねによる使いやすい制度やシステムの構築使いやすい制度やシステムの構築 → CALS/ECの普及率向上普及率向上

方向性方向性：重点項目の取り組みの推進により公共事業ライフサイクルの将来像の実現公共事業ライフサイクルの将来像の実現 を目指す

・電子納品対象拡大 〔 H22 特記仕様書作成要領改訂 → 順次拡大 〕

・関連基準類の改訂 〔 H21 改訂検討 → H22 改訂 〕

・電子検査の運用 〔 H21 検討開始 → H23 運用開始 〕

・工事情報共有システムの業務改革に向けた基本計画 〔 H20 取組開始 → 以降計画に沿って実施 〕

・工事情報共有システム対象拡大 〔 H20 特記仕様書作成要領改訂 → 順次拡大 〕

・工事情報共有システム再構築・機能改善 〔 H22 システム連携 → H23 再構築 → H24以降継続的改善 〕

・保管管理運用ガイドライン策定 〔 H21 検討開始 → H23 策定 〕

・電子納品保管管理システム構築 〔 H21 検討 → H22 設計 → H23 開発 → H24 運用開始 〕

・CALS/EC統合データベース調査検討 〔 H21 調査・分析開始 → H24 全体最適モデル作成開始 〕

・都職員向け研修 〔 H21より継続的実施 〕

・受注者向け研修 〔 H21より継続的実施 〕

・利用マニュアル類整備 〔 H21 整備 → H22以降継続的改良 〕

東京都東京都CALS/ECCALS/ECアクションプログラムアクションプログラム20092009策定の背景策定の背景 東京都東京都CALS/ECCALS/ECアクションプログラムアクションプログラム20092009の策定方針の策定方針

区市町村展開区市町村展開 全庁展開全庁展開

平成平成2121年年99月「東京都月「東京都CALS/ECCALS/ECアクションプログラムアクションプログラム20092009」策定」策定

CALS/ECCALS/EC統合データベース統合データベースを活用したを活用した
公共事業関連情報の一元管理公共事業関連情報の一元管理

CALS/ECCALS/EC
統合データベース統合データベース

維持管理フェーズ維持管理フェーズ

道路アセットマネジメント

しゅん功図書DB

既存各種DB（橋梁・標識等）

工事情報共有システム

工事施工フェーズ工事施工フェーズ

土木積算システム

工事管理システム

設計・積算フェーズ設計・積算フェーズ

入札・契約フェーズ入札・契約フェーズ

東京都電子調達システム

東京都財務会計システム

東京都における公共事業ライフサイクルの将来像東京都における公共事業ライフサイクルの将来像

対応策検討

課題抽出・整理

進捗評価

計画進行計画進行
○○電子納品電子納品

・取扱いやルールが任意⇒完全実施に至っていない

○情報共有○情報共有
・運用ルールが不明確
・業務プロセスとの乖離

⇒対象全工事での利用に至っていない

○教育普及○教育普及
・期待するCALS/EC導入効果が得られていない

⇒業務プロセスに乖離があり、利用者のインセ
ンティブが生まれてこない

○重点項目の取り組みを推進

○取り組みの結合による全体最適の

推進・展開

必ずしも円滑に進んでいない

⇒情報通信技術の急速な変化

⇒システム、ルールと

業務プロセスとの乖離

進捗評価進捗評価

対応方針対応方針

平成平成1515年年33月月 「東京都「東京都CALS/ECCALS/ECアクションプログラム」策定アクションプログラム」策定

【計画期間】 ５ヵ年（平成15年度～平成19年度）

【重点項目】 ①電子納品 ②情報共有 ③業務改革と教育普及

現状と課題現状と課題

建設局がパイロット局として取り組み実施

重点項目は、情報共有を中心として、旧アクションプログラムの三項目を継承すると共に、
公共事業ライフサイクルの将来像を実現する観点から、各フェーズの最適化されたシステムを公共事業ライフサイクルの将来像を実現する観点から、各フェーズの最適化されたシステムを
結合し、円滑な情報の流通を目的とした、結合し、円滑な情報の流通を目的とした、 「フェーズ間連携」「フェーズ間連携」を新たに加える。を新たに加える。これら４つのこれら４つの
重点項目を推進することにより、新たな業務プロセスの構築（業務改革）（業務改革） を実現する。

平成平成2121年年33月月

「工事情報共有システムの業務改革「工事情報共有システムの業務改革
に向けた基本計画」に向けた基本計画」 策定策定

基本計画基本計画
の見直しの見直し

反映反映

旧アクションプログラム旧アクションプログラム

【重点項目】
電子納品
情報共有

業務改革と教育普及

アクションプログラムアクションプログラム20092009

【重点項目】
電子納品
情報共有

フェーズ間連携フェーズ間連携
教育普及

業務改善の積み重ね

業務改善 新業務プロセスの構築

公共事業
ﾗｲﾌｻｲｸﾙ
の将来像

＊重点項目を推進した結果として「業務改革」に繋がるものであることから、「業務改革と教育普及」は、切り分ける。

重点項目の取り組み

課題整理
重点項目継承

項目の
切り分け

業務改革

円滑な情報の流通

現状業務プロセス

将来像実現のために
必要な重点項目

追加

将来像実現将来像実現

に向けたに向けた

重点項目の推進重点項目の推進

策

定

手

順

策

定
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容

下段：策定内容下段：策定内容


